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(57)【要約】
　回転式収着濃縮器システムの媒体を再生するための方
法および装置は、６００°Ｆから１０００°Ｆ（約３１
６℃から５３８℃）の再生流体流を第１の単離区域にお
いて回転媒体に通過させて、媒体を再生し、回転式収着
濃縮器システムの典型的な脱着サイクル中に除去されな
かった汚染物質を媒体から除去する工程を有してなる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転式収着濃縮器のその場での再生方法であって、
　動作サイクル中に、収着濃縮器媒体が複数の処理区画を順次通過するように該媒体を回
転させ、
　第１の区画において前記媒体によって除去すべき汚染物質を含有するプロセス流体流を
通し、
　第１の温度範囲で第２の区画において脱着流体流を前記媒体に通して、前記第１の区画
において前記媒体によって吸着された汚染物質を除去し、
　前記第１の温度範囲より高い第２の温度範囲で第３の区画において再生流体流を前記媒
体に通して、前記媒体を再生し、該媒体から残りの汚染物質を除去する、
各工程を有してなる方法。
【請求項２】
　前記第１の温度範囲が２５０°Ｆから４００°Ｆ（約１２０℃から２００℃）であるこ
とを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項３】
　前記第２の温度範囲が６００°Ｆから１０００°Ｆ（約３１６℃から５３８℃）である
ことを特徴とする請求項２記載の方法。
【請求項４】
　前記第１の区画を通過した後の前記脱着気流から汚染物質を除去する酸化装置の排気流
から前記再生気流を提供する工程を含むことを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項５】
　収着プロセスとは独立した熱源から前記再生気流を提供する工程を含むことを特徴とす
る請求項１記載の方法。
【請求項６】
　前記動作サイクルにおける前記媒体の回転経路において前記第１の区画より前で、前記
第２および第３の区画の後の第４の区画において冷却流体流を前記媒体に通す工程を含む
ことを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項７】
　前記プロセス気流から前記冷却流体流を提供する工程を含むことを特徴とする請求項６
記載の方法。
【請求項８】
　前記媒体を通過した後に前記冷却気流を加熱し、次いで、この加熱された気流を、前記
脱着気流として前記第１の温度範囲で前記媒体に戻して通過させる工程を含むことを特徴
とする請求項６記載の方法。
【請求項９】
　前記脱着気流を、その中の前記汚染物質を除去するために酸化装置に供給しつつ、高温
酸化装置排気流を生成する工程を含むことを特徴とする請求項７記載の方法。
【請求項１０】
　前記第２の区画が２つの脱着区画を備え、前記第３の区画が前記２つの脱着区画の間に
位置することを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項１１】
　前記第２の区画が１つの区画であり、前記第３の区画が該第２の区画内に組み込まれて
、それにより取り囲まれていることを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項１２】
　前記第１の区画が、前記媒体により汚染物質を吸着するための２つのプロセス区画を備
え、前記第３の区画が前記２つの吸着区画の間に位置することを特徴とする請求項１記載
の方法。
【請求項１３】
　前記媒体の回転速度を制御する工程を含むことを特徴とする請求項１記載の方法。
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【請求項１４】
　前記再生流体流の流量を調節する工程を含むことを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項１５】
　前記第３の区画のサイズを変える工程を含むことを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項１６】
　前記方法を、前記媒体の回転のサイクルを少なくとも丸１回行う工程を含むことを特徴
とする請求項１記載の方法。
【請求項１７】
　回転式収着濃縮器システムであって、
　回転式収着濃縮器媒体、
　前記媒体を動作サイクル中回転させる手段、
　前記媒体により除去すべき汚染物質を含有するプロセス流体流を、該媒体がその中を回
転する第１の隔離された処理区画に供給する手段、
　前記媒体により吸着すべき汚染物質を除去するために該媒体がその中を回転する第２の
隔離された区画において、第１の温度範囲で脱着流体流を前記媒体に供給する手段、およ
び
　前記媒体を再生し、該媒体から残りの汚染物質を除去するために、前記第１の温度範囲
よりも高い第２の温度範囲で第３の隔離された区画において再生流体流を供給する手段、
を備えてなるシステム。
【請求項１８】
　前記脱着流体流を供給する手段が、２５０°Ｆと４００°Ｆ（約１２０℃と２００℃）
の間の温度範囲で前記流体流を供給することを特徴とする請求項１７記載のシステム。
【請求項１９】
　前記再生流体流を供給する手段が、６００°Ｆと１０００°Ｆ（約３１６℃と５３８℃
）の間の温度範囲で前記流体流を供給することを特徴とする請求項１８記載のシステム。
【請求項２０】
　前記再生流体流として、前記第１の区画を通過した後の前記脱着気流から汚染物質を除
去するための酸化装置の排気流を提供する手段を備えることを特徴とする請求項１７記載
のシステム。
【請求項２１】
　収着プロセスとは独立した熱源から前記再生気流を提供する手段を備えることを特徴と
する請求項１７記載のシステム。
【請求項２２】
　前記動作サイクルにおける前記媒体の回転経路において前記第１の区画より前で、前記
第２および第３の区画の後の第４の区画において冷却流体流を前記媒体に通す手段を備え
ることを特徴とする請求項１７記載のシステム。
【請求項２３】
　前記冷却流体流を通す手段が、前記プロセス気流から前記冷却流体流を提供する手段を
備えることを特徴とする請求項２２記載のシステム。
【請求項２４】
　前記媒体を通過した後に前記冷却気流を加熱し、次いで、この加熱された気流を、前記
脱着気流として前記第１の温度範囲で前記媒体に戻して通過させる手段を備えることを特
徴とする請求項２２記載のシステム。
【請求項２５】
　前記脱着気流を、その中の前記汚染物質を除去するために酸化装置に供給しつつ、高温
酸化装置排気流を生成する手段を備えることを特徴とする請求項２２記載のシステム。
【請求項２６】
　第４の隔離された区画を提供し、該第４の区画に前記脱着流体流を供給する手段を備え
、前記第３の区画が前記２つの脱着区画の間に位置することを特徴とする請求項１７記載
のシステム。
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【請求項２７】
　前記第２の区画が１つの区画であり、前記第３の区画が該第２の区画内に組み込まれて
、それにより取り囲まれていることを特徴とする請求項１７記載のシステム。
【請求項２８】
　前記第１の区画が、前記媒体により汚染物質を吸着するための２つのプロセス区画を備
え、前記第３の区画が前記２つの吸着区画の間に位置することを特徴とする請求項１７記
載のシステム。
【請求項２９】
　前記媒体の回転速度を制御する手段を備えることを特徴とする請求項１７記載のシステ
ム。
【請求項３０】
　前記再生流体流の流量を調節する手段を備えることを特徴とする請求項１７記載のシス
テム。
【請求項３１】
　回転式収着濃縮器のその場での再生方法であって、
　動作サイクル中に収着濃縮器媒体が、その内の少なくとも１つが再生区画である複数の
処理区画を順次通過するように、該媒体を回転させ、
　第１の再生区画において前記媒体に６００°Ｆ（約３１６℃）を超える温度で再生流体
流を通して、該媒体から汚染物質を除去する、
各工程を有してなる方法。
【請求項３２】
　前記再生流体流が６００°Ｆと１０００°Ｆ（約３１６℃と５３８℃）の間の温度範囲
で供給されることを特徴とする請求項３１記載の方法。
【請求項３３】
　収着プロセス内の熱源で前記再生流体流を加熱する工程を含むことを特徴とする請求項
３１記載の方法。
【請求項３４】
　収着プロセスとは独立した熱源で前記再生流体流を加熱する工程を含むことを特徴とす
る請求項３１記載の方法。
【請求項３５】
　収着プロセスに用いられる流体流から前記再生流体流を供給する工程を含むことを特徴
とする請求項３１記載の方法。
【請求項３６】
　収着プロセスとは独立した流体流から前記再生流体流を供給する工程を含むことを特徴
とする請求項３１記載の方法。
【請求項３７】
　前記処理区画の別のものを２つの区画として形成し、前記再生区画を該２つの区画の間
に配置する工程を含むことを特徴とする請求項３１記載の方法。
【請求項３８】
　前記処理区画の別のものの中に前記再生区画を組み込む工程を含むことを特徴とする請
求項３１記載の方法。
【請求項３９】
　前記再生区画が、複数の半径方向に分割された区画を備えることを特徴とする請求項３
１記載の方法。
【請求項４０】
　前記再生区画が、複数の角度的に分割された区画を備えることを特徴とする請求項３１
記載の方法。
【請求項４１】
　前記再生流体流を前記分割された再生区画に独立して供給する工程を含むことを特徴と
する請求項３９または４０記載の方法。
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【請求項４２】
　前記再生流体流を、前記処理区画の他のものにおいて他の流体流とは独立して前記再生
区画に供給する工程を含むことを特徴とする請求項３１記載の方法。
【請求項４３】
　前記媒体の回転速度を制御する工程を含むことを特徴とする請求項３１記載の方法。
【請求項４４】
　前記再生流体流の流量を調節する工程を含むことを特徴とする請求項３１記載の方法。
【請求項４５】
　前記再生区画のサイズを変える工程を含むことを特徴とする請求項３１記載の方法。
【請求項４６】
　前記媒体を回転させる工程が、前記再生区画に関して前記媒体の回転の少なくとも丸１
回の回転だけ該媒体を回転させる工程を含むことを特徴とする請求項３１記載の方法。
【請求項４７】
　前記媒体を回転させる工程が、前記分割された再生区画の各々について、前記媒体の回
転の少なくとも丸１回の回転だけ該媒体を回転させる工程を含むことを特徴とする請求項
３９または４０記載の方法。
【請求項４８】
　前記濃縮器媒体における前記再生区画の位置を変える工程を含むことを特徴とする請求
項３１記載の方法。
【請求項４９】
　前記再生流体流を前記再生区画に選択的に供給し、前記再生流体流が供給されていない
ときに、前記再生区画に収着プロセスの別の流体流を供給する工程をさらに含み、前記第
１の区画が、再生流体流が該第１の区画を通過しないときに、別の処理区画の一部であり
得ることを特徴とする請求項３１記載の方法。
【請求項５０】
　回転式収着濃縮器システムであって、
　回転式収着濃縮器媒体、
　前記濃縮器媒体を動作サイクル中回転させる手段、および
　前記媒体から汚染物質を除去するために、第１の再生区画において前記媒体に６００°
Ｆ（約３１６℃）を超える温度で再生流体流を通す手段、
を備えてなるシステム。
【請求項５１】
　前記再生流体流が、６００°Ｆと１０００°Ｆ（約３１６℃と５３８℃）の間の温度範
囲を有することを特徴とする請求項５０記載のシステム。
【請求項５２】
　収着プロセス内の熱源から前記再生流体流を供給する手段を備えることを特徴とする請
求項５０記載のシステム。
【請求項５３】
　収着プロセスとは独立した熱源から前記再生流体流を供給する手段を備えることを特徴
とする請求項５０記載のシステム。
【請求項５４】
　前記回転式収着濃縮器媒体において複数のロータ処理区画を画成する手段を備えること
を特徴とする請求項５０記載のシステム。
【請求項５５】
　前記複数のロータ処理区画が少なくとも２つの区画を備え、前記再生区画が、該少なく
とも２つのロータ処理区画の間に配置されることを特徴とする請求項５４記載のシステム
。
【請求項５６】
　前記再生区画が前記ロータ処理区画の内の１つの内に組み込まれることを特徴とする請
求項５４記載のシステム。
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【請求項５７】
　前記再生区画を複数の半径方向に分割された区画に分割する手段を備えることを特徴と
する請求項５０記載のシステム。
【請求項５８】
　前記再生区画を複数の角度的に分割された区画に分割する手段を備えることを特徴とす
る請求項５０記載のシステム。
【請求項５９】
　前記再生流体流を前記分割された再生区画に独立して供給する手段を備えることを特徴
とする請求項５７または５８記載のシステム。
【請求項６０】
　前記再生流体流を、他のロータ処理区画において他の流体流とは独立して前記再生区画
に供給する手段を備えることを特徴とする請求項５０記載のシステム。
【請求項６１】
　前記媒体の回転速度を制御する手段を備えることを特徴とする請求項５０記載のシステ
ム。
【請求項６２】
　前記再生流体流の流量を調節する手段を備えることを特徴とする請求項５０記載のシス
テム。
【請求項６３】
　前記再生区画のサイズを変える手段を備えることを特徴とする請求項５０記載のシステ
ム。
【請求項６４】
　前記濃縮器における前記再生区画の位置を変える手段を備えることを特徴とする請求項
５０記載のシステム。
【請求項６５】
　前記再生流体流を収着プロセスにおける流体流から供給する手段を備えることを特徴と
する請求項５０記載のシステム。
【請求項６６】
　収着プロセスとは独立した流体流から前記再生流体流を供給する手段を備えることを特
徴とする請求項５０記載のシステム。
【請求項６７】
　前記再生流体流を前記再生区画に選択的に供給し、前記再生区画に供給されていないと
きに該再生区画に収着プロセスの別の流体流を供給する手段を備えることを特徴とする請
求項５０記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【優先権】
【０００１】
　本発明は、２００７年９月１２日に出願された米国仮特許出願第６０／９６００２６号
の恩典を主張するものである。
【技術分野】
【０００２】
　本発明は、広く、回転式収着濃縮器システム(rotary sorption concentrator system)
に関し、詳しくは、回転式濃縮器の吸着媒体のその場(in-situ)での高温再生を含む回転
床収着システムに関する。
【背景技術】
【０００３】
　回転式収着濃縮器システムは、当該技術分野において長い間使用されており、確立され
た技術を利用している。そのようなシステムは、典型的に、プロセス流体流または収着流
体流と呼ばれることもある１つの流体流から被収着物を収集し、この被収着物をより濃縮
された形態で、脱着流体流と呼ばれることもある第２の流体流に移す。一般に除去される
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被収着物としては、揮発性有機化合物（「ＶＯＣ」）が挙げられる。
【０００４】
　回転式濃縮器技術は、他の技法と比べて、濃縮能力および動作効率を提供する。この技
術は、低沸点から中沸点の範囲のＶＯＣが存在する、低濃度排気流において、特に有用で
ある。そのような排気流は、例えば、半導体製造や塗装ブースの排気流において生じる。
この基本技術のために著しく燃料を節約できる。このため、ロータ式濃縮器の適用原理を
、排気流中に高沸点または重合性ＶＯＣを含有する排気流の処理にまで広げるように、産
業界は駆り立てられている。
【０００５】
　典型的なロータ式濃縮器システムにおいて、吸着材料または媒体は、複数のロータ処理
区域に分割されているロータ・ハウジング内に収容されており、ロータは、連続様式の動
作サイクルで回転する。ＶＯＣ含有プロセス気流が、ＶＯＣがロータ媒体上に保持される
プロセス区域を通過し、洗浄されたプロセス空気がロータから排出される。
【０００６】
　プロセス区域を通過した後、ロータは、その中を脱着気流が通過する脱着区域に入る。
脱着気流は、媒体に入る前に十分な温度（典型的に２５０から４００°Ｆ（約１２０から
２００℃））まで加熱され、ロータ媒体からＶＯＣを除去するかまたは再揮発させる。脱
着気流は、典型的に、プロセス気流の十分の一の体積であるが、それより低い比率も一般
に用いられる。脱着気流は、そこで熱が回収される別個の装置である、酸化装置の排気流
路にある熱交換器により、または他の方法により、加熱される。一旦、脱着気流が、媒体
から排出され、ＶＯＣを同伴したら、これは濃縮物気流と称される。この濃縮物気流は、
最終処理装置、典型的には公知の構造の酸化装置に送られ、この酸化装置は、汚染物質を
高温で酸化して、大気中に排出できる二酸化炭素（ＣＯ2）と水を生成する。
【０００７】
　高沸点のＶＯＣ、重合性ＶＯＣ（スチレンなどの）および他の同伴汚染物質（塗料スプ
レーのしぶき）については、公知のシステムの脱着流体流の温度が十分に高くはないので
、そのシステムの通常の動作モードでは、ＶＯＣは、ロータ吸着媒体から完全には脱着さ
れないかもしれないという懸念がある。（この文脈における流体は、空気や他のガス状流
を含む。）したがって、同伴された化合物が、吸着媒体中の吸着部位を塞ぎ、その媒体の
吸着効率を減少させてしまう。ロータ媒体の基体の目詰まりも起こり得る。それにより、
ロータの前後の圧力降下が増加するであろう。そのような圧力の増加によって、システム
全体に渡る動作の不均衡が生じ、空気移動装置の消費電力が増加し得る。ロータシステム
の上流にあるこれらのＶＯＣと汚染物質の除去は、可能ではないか、望ましくはないかも
しれない。何故ならば、余分な装置（凝縮器などの）の余計な出費、取付けおよびメンテ
ナンスが必要になるからである。
【０００８】
　従来の脱着プロセスにかかわらず、ＶＯＣと汚染物質がロータ媒体中に保持される環境
において、その媒体を、ＶＯＣ、汚染物質、有機物質などのない元の状態に戻すことが望
ましい。ロータ媒体のそのような再生によっても、高価な交換費用が省かれる。これまで
、ロータ式濃縮器の媒体再生は、典型的に、洗浄プロセスまたは外部(ex-situ)加熱プロ
セスいずれかによって行われてきた。
【０００９】
　収着ロータから過剰な汚染物質を除去するために、ある従来技術の特許文献１には、運
転中に、ロータをその場で洗浄する方法が記載されている。この文献によれば、洗浄剤が
ロータの脱着区域に導入され、次いで、このロータが３６０°と１つの扇形(sector)分だ
け回転される。次いで、その扇形が洗浄される。この方法は、全ての扇形が洗浄されるま
で続けられる。この洗浄剤は、穏やかな洗浄剤または弱酸である。このプロセスにより、
プロセスの副生成物としての液体廃棄流が生成される。この液体廃棄流は、この設備のハ
ウジングから収集され、次いで、有害廃物として廃棄する必要がある。これには、余計な
収集設備および液体廃物の廃棄のためのプロセスと手法が必要である。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】米国特許第７０１８４４７号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　ロータを洗浄するためのより一般的な外部加熱プロセスにおいて、ロータ媒体は、その
ハウジングから物理的に取り外され、別の場所に移動される。その場所で、媒体は、汚染
物質を除去するのに必要な期間に亘り高温に曝露される。このプロセスには、膨大な労働
費と、ロータ媒体が処理されている間のシステムの相当量の中断時間が必要である。特別
な取扱手法が維持されない場合や、媒体の内部温度が適切に制御されない場合には、外部
加熱プロセスについては、交換が必要になる媒体への永久的な損傷の可能性もある。
【００１２】
　本発明の課題は、回転式収着媒体のその場での高温再生法を提供することにある。
【００１３】
　本発明の別の課題は、追加の廃棄流を生成せずに、回転式収着媒体をその場で再生およ
び／または洗浄することにある。
【００１４】
　本発明のさらに別の課題は、減少した労働費と減少したシステムの中断時間で、回転式
収着媒体をその場での再生法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明のロータ式濃縮器システムのその場での再生では、ロータ式濃縮器の吸着材料ま
たは媒体が、保持されたＶＯＣ、有機物質または汚染物質を含まないほぼ元の状態に戻る
。これは、ロータ式濃縮器から吸着媒体を取り外す必要なく、指定されたロータ処理気流
の温度を上昇させ、動作サイクルの１つ以上の区分において、ロータ式濃縮器の媒体をそ
の高温のロータ処理気流に曝すことによって行われる。この高温気流は、媒体上に保持さ
れたＶＯＣや汚染物質を揮発、破壊または分解し、汚染物質を、ロータ式濃縮器システム
から排出させる。次いで、排出された気流は、さらに処理され、安全な様式で排出される
。本発明では、媒体の完璧かつ完全な再生を確実にするように時間と温度を使用し、追加
の廃棄流を伴わずに、ロータを再生するように設計されている。
【００１６】
　本発明の好ましい実施の形態において、本発明の再生工程のために、別個のロータ処理
区画が指定される。この再生区画は、ロータ・ハウジングのロータの既存の脱着入口セク
ションの一部分の内部に位置している。動作の再生サイクル中、高温（典型的に、６００
°Ｆから１０００°Ｆ（約３１６℃から５３８℃））の気流が再生区画に導入される。こ
の高温の気流は、ここでは、再生気流と称される。この再生気流は、このシステムに使用
される酸化装置の排気流から採取される。
【００１７】
　他の実施の形態において、再生気流は、別個の加熱装置から採取される。この加熱され
た再生気流の供給源については、多くの選択肢がある。理想的な配置は統合システムから
派生する。ロータ式濃縮器システムの要件により、脱着気流のための加熱装置および濃縮
物気流のための最終処理装置が決まり、次いで、これらの装置は、本発明の向上した構成
部材と動作を含むように設計することができる。当業者は、統合ロータ式濃縮器システム
における構成部材、このロータ式濃縮器システムで利用できる熱源とエネルギー源および
ロータ式濃縮器システムの全体の要件に基づいて、再生気流加熱装置を適応させるであろ
う。
【００１８】
　本発明のさらに他の実施の形態は、再生区画のためにロータ式濃縮器のハウジング内に



(9) JP 2010-538826 A 2010.12.16

10

20

30

40

50

異なる場所を含む。ロータ・ハウジング（米国特許第６３２８７８７号明細書に記載され
たような多数のロータ処理区画を有するシステムを含む）内に設計すべき再生区画のため
の場所は、数多く考えられる。本発明は、ロータ式濃縮器システム内に永久的に搭載され
ても、または必要に応じて取り付けることのできる取外し可能な構成部材からなっていて
もよい。
【００１９】
　ここに用いたように、「動作のサイクル」は、収着塊が収着および脱着プロセスを経験
する最中の収着塊の移動経路を意味する。用語「順次に(sequentially)」は、相対的な順
序を称し、必ずしも、あるものが別のものに直ちに続くことを必要とするものではない。
例えば、ロータの別の区画が「第１の区画」と「第２の区画」との間に置かれていた場合
でさえも、収着塊または媒体が第１の区画、第２の区画などを順次に通過すると言うこと
は、それでもまだ間違いではない。
【００２０】
　ロータ媒体のための本発明のその場での再生システムは、既存の従来技術に勝る著しい
利点を提供する。この革新により、別の廃棄を必要とするどのような追加の廃棄流も生成
されない。また、それにより、労働費もなくなるか著しく減少し、システムの中断時間も
減少する。再生プロセスは、所望のときに動作させることができる。あるいは、システム
制御は、所定の間隔で、日常保守の停止中、または連続基準で、再生プロセスを自動的に
動作するようにプログラムされていても差し支えない。
【００２１】
　本発明の上述と他の目的、特徴および利点は、添付の図面と共に読めば、本発明の以下
の詳細な説明から当業者に明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１－１】図１は、本発明によるロータ式収着濃縮器システムの本発明の好ましい実施
の形態の流れ図である
【図１－２】図１Ａは、図１に示されたロータと関連する流体流の拡大平面図である
【図２】ロータ処理区画の詳細を示す、好ましい実施の形態におけるロータの「前」面、
すなわち、プロセス気流が媒体に進入するロータ媒体の側の平面図
【図３】ロータ処理区画の詳細を示す、好ましい実施の形態におけるロータの「背」面、
すなわち、プロセス気流が媒体を出るロータ媒体の側の平面図
【図４】ロータの「前」面の導管接続部の斜視図
【図５】ロータの「背」面の導管接続部の斜視図
【図６】ロータ媒体が、再生サイクル中のプロセス、脱着、冷却および再生の各区画を通
るときの動作サイクルで回転するときの、ロータ媒体の「前」面と「背」面で経験する媒
体の温度を示すグラフ
【図７－１】図７は、本発明の別の実施の形態の図１と同様の流れ図であり、ここでは、
再生熱は専用の加熱源から導かれ、再生流体流の供給源は収着プロセスから独立している
【図７－２】図７の実施の形態の図１Ａと同様の拡大平面図である
【図８】再生区画が脱着区画内に組み込まれている、本発明の別の実施の形態のロータの
「背」面の図３と同様の平面図
【図９】再生区画がプロセス区画内に位置している、本発明の別の実施の形態の図１と同
様の流れ図
【図１０－１】図１０は、再生区画を、再生区画と脱着区画の両方として使用できる、本
発明のさらに別の実施の形態の図１と同様の流れ図である
【図１０－２】図１０Ａは、図１０の実施の形態の図１Ａと同様の拡大平面図
【図１１】再生区画が、プロセス区画内に組み込まれているが、周囲から媒体の中心まで
の半径方向経路に沿って動かせるものである、本発明の別の実施の形態のロータの「背」
面の図３と同様の平面図
【発明を実施するための形態】
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【００２３】
　ここで、図面を参照するが、最初に図１を参照すると、本発明による回転式収着濃縮器
システム１０の第１の好ましい実施の形態が示されている。このシステムは、以下に記載
するように、動作サイクルにおいて、複数の区画１２～１６を通過する再生可能な収着材
料を含有するまたはそれに被覆された従来の構造の回転式ディスク形媒体１１を備えてい
る。
【００２４】
　ディスク１１は、ロータ・ハウジング内に支持された回転式吸着媒体（以後、「媒体」
と称することもある）であり、このハウジングは、複数の処理区画１２～１６を画成し、
最大のものはプロセス区画１２である。回転式媒体は、ハウジング（図１では見えない）
内に回転可能に取り付けられており、モータ１８とベルト２０によって、または当業者に
は明らかな任意の他の都合のよい様式で、中心軸の周りに回転させられる。
【００２５】
　媒体１１は、ゼオライトなどのＶＯＣ吸着剤が含浸された波形シート材料などの公知の
基体からなる。この基体は、前面２２から背面２４まで回転軸に対して略平行な方向に空
気が媒体を通って流れるように構成されている。
【００２６】
　任意の公知の供給源からの、ＶＯＣを含有するプロセス入口流２６が、ファン２８によ
って回転式媒体１１中に引き込まれて、ロータが中をゆっくりと回転しながら周囲のハウ
ジングにより画成される第１のプロセス区画１２を通って流れる。収着材料、例えば、ゼ
オライトが、気流２６からＶＯＣを収着（装着、保持）し、洗浄されたプロセス空気が、
気流２９としてハウジングの背面から去り、大気中に排出されるかまたは当該技術分野に
知られているように再利用される。
【００２７】
　図４は、媒体を取り囲むハウジング３０を示している。このハウジングは周囲３２と前
側３４を有し、ＶＯＣを含有するプロセス入口流２６を区画１２に供給する、この入口流
２６のための入口導管３６を示している。この図は、濃縮物気流と区画１３～１６を去る
再生気流のためのハウジングの出口プレナム３８およびそれに関連する戻り導管４０も示
している。当該技術分野に知られているように、出口プレナム３８の側壁３９の位置での
ハウジング３２内のシールが、プロセス区画１２を区画１３～１６から隔てている。これ
らのシールが、周囲縁シール３２’と共に、３９’により図２に示されている。
【００２８】
　図５は、ハウジング３０の後側４２およびプロセス区画１２から排出された洗浄済み気
流２９を受け入れるプロセス出口導管４４を示している。この図は、壁４６～４８によっ
て別個の区画１３～１６に分割されている区画１３～１６および以下に記載するようなそ
れらの関連する脱着、再生および冷却気流５０、５１および５２のための入口供給プレナ
ム４９も示している。図３は、周囲シール３２’と共に、区画１３～１６を隔てる、媒体
１２の背面でハウジングの内側にあるシール１３’、１４’、１５’、１６’および１７
’を示している。そのようなシールの構造と動作は当該技術分野においてよく知られてい
る。プレナム４９の様々な区画の位置は、以下の記載する様々な実施の形態の他の区画の
配置に関する他のプレナムの傾斜を用いることによって変えることができる。
【００２９】
　再び図１と図１Ａを参照すると、媒体１１は、時計方向に回転させられ、プロセス区画
１２から順次に脱着区画１３と１５へと通過する。本発明によらないロータ式濃縮器シス
テムにおいて、脱着区画は典型的に１つの複合区画である。
【００３０】
　脱着気流５４が、図５に示されるように、導管５０から脱着区画１３と１５に供給され
る。この気流は、以下に記載するように、吸着されたＶＯＣの大半を揮発させるのに十分
な温度（２５０から４００°Ｆ（約１２０から２００℃））まで加熱される。この加熱さ
れた気流が脱着区画１３と１５においてＶＯＣ含有媒体を通過するときに、この媒体も暖
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める。ＶＯＣは、この媒体から除去され、導管５０から供給された脱着気流５４内に同伴
される。脱着気流は、典型的に、プロセス気流の体積の十分の一以下である。本発明によ
らない、典型的なロータ式濃縮器システムにおいて、区画１３と１５は、１つの区画に混
成されている。
【００３１】
　図１に示されるように、脱着気流を暖めるためのエネルギーは、熱酸化装置６０の排気
管５８に設けられた二次熱交換器５６から得られる。他の実施の形態において、他の加熱
源を用いてもよい。
【００３２】
　媒体から出る際に、同伴されたＶＯＣを含む脱着気流５４は、濃縮物気流６２と称され
る。濃縮物気流６２は、ファン６４によって、最終処理装置、すなわち、熱酸化装置６０
に向けられる。
【００３３】
　動作サイクルにおいて、媒体は回転し続け、脱着区画１３と１５から冷却区画１６まで
通過する。プロセス気流２６の一部分は、図１において点線６６により示されるように、
冷却区画１６に向けられる。これは、図４と５を比較することにより、また媒体の波形／
溝付き特徴から明らかなように、ロータの前面にあるプロセス区画１２と背面にある冷却
区画１６との重複の結果である。プロセス空気のこの部分は、冷却気流６８として働く。
冷却気流は、冷却区画１６内で媒体を通過するときに、脱着区画に滞在したために高温で
ある媒体を冷却する。このプロセスは、媒体が再度プロセス区画１２に進入したときに、
プロセス気流からＶＯＣを再度最適に吸着するように媒体を状態調節する。この冷却気流
は、冷却区画１６内で媒体を通過するときに、媒体の潜熱によって暖められる。この冷却
気流は、ファン７０によって、加熱器５６に供給され、脱着気流５６を形成する。
【００３４】
　本発明の好ましい実施の形態において、ロータ処理または再生区画１４が設けられ、第
１の脱着区画１３と第２の脱着区画１５に隣接して配置される。動作の典型的なモード（
モードＡ）において、システムが運転中（すなわち、プロセス空気が媒体を通って流れて
おり、この媒体がプロセス気流２６からＶＯＣを吸着しているとき）であり、媒体が再生
を必要としていないときに、再生区画１４は、再生気流を導管５１と区画１４に供給する
導管動作において再生調整弁７２を閉じることによって、隔離され、機能させないでおか
れる。
【００３５】
　媒体１１が再生される必要のあるときに、ロータ式濃縮器の再生サイクル（モードＢ）
が作動させられる。再生サイクルにおいて、再生弁または調整弁７２が開かれる。これに
より、高温の再生気流８０が再生区画１４に向けられる。この再生気流は、酸化装置内の
熱交換器８２と外部の熱交換器５６との間の熱酸化装置６０の出口の排気間５８から採取
される。
【００３６】
　酸化装置６０は、公知の構造のものであり、ファン６４から濃縮物気流６２を受け入れ
る。濃縮物気流は、最初に熱交換器８２に入り、次いで、バーナ室８３まで通過する。こ
のバーナ室は、公知の様式で、ＶＯＣをＣＯ2と水に転化させる。バーナ室８３からの高
温気流が熱交換器８２に入り、ここで、バーナ室８３に入る前の濃縮物気流を加熱する。
次いで、この気流は、排気流５８として酸化装置を去り、熱交換器５６に入り、ここで、
冷却気流６８に渡して、その気流の温度を２５０から４００°Ｆ（約１２０から２００℃
）に上昇させる。酸化装置６０と熱交換器５６との間の排気流５８は、６００°Ｆから１
０００°Ｆ（約３１６℃から５３８℃）の非常に高い温度を有しており、調整弁７２が開
かれたときに、その一部が再生気流８０として供給される。
【００３７】
　再生サイクルにおける媒体の回転中、媒体は、プロセス区画１２を通過し、次いで、第
１の脱着区画１３に入り、ここで、媒体は、加熱器５６から供給された脱着気流５４によ
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って、２５０から４００°Ｆ（約１２０から２００℃）に加熱される。これには２つの目
的（媒体からＶＯＣを除去すること、および再生区画１４に要求されるエネルギーを最小
にするために媒体を予熱すること）がある。次いで、媒体は回転して再生区画１４に入り
、ここで、酸化装置６０および熱交換器８２の酸化装置排気流５８からの高温（６００°
Ｆから１０００°Ｆ（約３１６℃から５３８℃））再生気流８０に曝露される。再生区画
１４において、媒体は、６００°Ｆから１０００°Ｆ（約３１６℃から５３８℃）に暖め
られ、これにより、媒体上に保持された有機物質および汚染物質が揮発、破壊または分解
される。
【００３８】
　再生区画１４は、１０°の角度の扇形として示されている。再生気流は、再生区画を出
た媒体が、媒体上に保持された有機物質および汚染物質を揮発、破壊または分解するのに
必要な温度と時間で維持されることを確実にするような大きさである。
【００３９】
　再生時間と温度が適切に維持されることを確実するためのさらに別の手段は、再生サイ
クル中のロータ・ホイールの回転速度を毎時１回転（１ＲＰＨ）まで減少させることであ
る。これは、当業者により理解されるように、モータ１８についてＲＰＨ制御装置などを
使用することによって、任意の都合よい様式で行われる。
【００４０】
　媒体１１は、回転して再生区画１４を通過した後、第２の脱着区画１５に入る。第２の
脱着区画１５において、追加の脱着空気（２５０から４００°Ｆ（約１２０から２００℃
））が媒体に通されて、媒体を冷却し、媒体およびハウジングの媒体支持材料への熱応力
の影響を減少させる。媒体は、冷却区画１６へ、次いで、プロセス区画１２へと回転し続
ける。再生サイクルは、媒体の全てが作動中の再生区画を少なくとも一度通過するまで、
動作される。再生サイクルは、オペレータがかかわる必要なく、自動的に行われるように
システムの制御装置内で予めプログラムされていても、当業者に明らかなように、必要に
応じて、手動で行われても差し支えない。
【００４１】
　図６は、好ましい実施の形態において、媒体が回転して再生サイクル中の様々なロータ
処理区画を通るときの、媒体１１の温度の特定の詳細を示している。本発明の他の実施の
形態は、再生区画の位置および周囲区画の温度に応じて、異なる温度の詳細を有する。グ
ラフの実線は、動作サイクル中の、前面での媒体の温度を表し、点線は、背面での媒体の
温度を表している。先に示したように、ロータ媒体の「前」面は、プロセス気流が媒体に
入り、濃縮物気流と再生気流が媒体を去る媒体の面である。ロータ媒体の「背」面は、プ
ロセス気流が媒体から出て、脱着気流と再生気流が媒体に入る、媒体の「前」面と反対の
面である。ロータ処理区画１３～１６において、媒体の比熱と媒体上の任意の吸着化合物
の潜熱のために、気流が出る面での媒体の暖めと冷却に著しい遅延がある。プロセス区画
（媒体の９０°から３６０°／０°の角度の扇形）において、媒体の前面と背面の温度は
、プロセス空気の温度（５０から１１０°Ｆ（約１０から４３℃））と均衡している。媒
体が回転して第１の脱着区画１３（３６０°／０°から２５°の角度の扇形）に入るとき
に、背面は、脱着気流に曝露され、脱着気流温度（２５０から４００°Ｆ（約１２０から
２００℃））まで急速に暖められる。前面の媒体は、第１の脱着区画を出るのに近づくま
で、脱着気流温度（２５０から４００°Ｆ（約１２０から２００℃））まで暖まらない。
媒体は、再生区画１４（２５°から３５°の角度の扇形）まで回転し続け、ここで、背面
は、再生気流に曝露され、再生気流温度（６００°Ｆから１０００°Ｆ（約３１６℃から
５３８℃））まで急速に暖められる。前面の媒体は、再生区画１４を出るのに近づくまで
、再生気流温度（６００°Ｆから１０００°Ｆ（約３１６℃から５３８℃））まで暖まら
ない。次いで、媒体は、第２の脱着区画１５まで回転し、ここで、背面は、再度、脱着気
流５４に曝露され、脱着気流温度（２５０から４００°Ｆ（約１２０から２００℃））ま
で急速に冷却される。前面の媒体は、第２の脱着区画１５を出るのに近づくまで、脱着気
流温度（２５０から４００°Ｆ（約１２０から２００℃））まで冷却されない。媒体は、
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冷却区画１６まで回転し続け、ここで、媒体の前面は、冷却気流６８となるプロセス気流
の一部分６６に曝露される。媒体の前面は、プロセス温度（５０から１１０°Ｆ（約１０
から４３℃））まで急速に冷却される。背面の媒体は、冷却区画を出るのに近づくまで、
プロセス温度（５０から１１０°Ｆ（約１０から４３℃））まで冷却されない。次いで、
媒体はプロセス区画１２まで回転し、ここで、再生サイクルが中断されるまで、サイクル
が繰り返される。
【００４２】
　単純にする目的のために、先に記載したように、ロータ処理区画の間のロータ・ハウジ
ングにより提供される封止区域は、無視し得ると考えられ、各ロータ処理区画に関する角
度に含まれる。
【００４３】
　この記載に用いられる本発明に関する全てのパラメータ、例えば、寸法、角度、速度、
温度などは、明白にする目的のためである。当業者はこの技術を適用して、再生区画に用
いられる高温に鑑みて、適切な再生を行い、システム保全を維持するように媒体を加熱・
冷却するために、媒体の回転速度、ロータ処理区画（再生区画を含む）のサイズ、システ
ムの気流流量（再生気流を含む）、およびシステムの気流温度（再生気流温度を含む）の
間で釣り合いをとるように異なるパラメータを使用することができる。
【００４４】
　図７は、再生気流の供給源が、収着プロセスとは独立しており、酸化装置の代わりに採
用できる加熱装置を用いて加熱される、本発明の別の実施の形態を示している。代わりの
加熱装置が加熱器９０（すなわち、脱着システムに用いられる酸化装置または別の内部加
熱器とは独立した加熱源）として示されており、これは、電気またはガス再生気流加熱器
などの専用装置であって差し支えない。図７に示された実施の形態における再生加熱器９
０に進入する空気の供給源は、周囲の気流（このシステムを取り巻く空気からの）である
。再生加熱器に入る空気の供給源は、別のロータ処理区画の気流、生成された気流（窒素
生成システムからの）、またはこのシステムが配置される場所に位置する別の利用できる
気流であって差し支えない。図７の実施の形態に見られるように、濃縮物気流６２は、加
熱器８２によって酸化装置に戻され、熱交換器８２を通って熱交換器５６まで再度通過す
る前に、酸化装置の熱交換器８２とバーナ室８３を通過する。図１の実施の形態とは異な
り、再生気流８０は、酸化装置の排気管５８から採取されない。代わりに、別の供給源か
らの気流を加熱して、再生サイクル中に調整弁７２を通して再生区画１４に供給される再
生気流８０を生成するために、独立した加熱器９０が用いられる。専用の再生気流加熱器
を使用する利点の１つは、再生サイクル中に潜在的に可燃性条件が予測される場合、再生
気流のために不活性ガスを使用することなどの、再生気流を調整する能力である。再生気
流を加熱する方法には、数多くの選択肢がある。この技術に馴染みのある当業者により、
統合ロータ式濃縮器システムにおける構成部材、ロータ式濃縮器システムの位置で利用で
きる熱源とエネルギー源、およびロータ式濃縮器システムの全体の要件に基づいて、再生
気流８０の供給源および再生気流加熱装置９０が適用されるであろう。
【００４５】
　本発明の別の実施の形態が図８に示されており、ここでは、再生区画が、ロータ式濃縮
器システムの脱着ロータ処理区画内に組み込まれている。図８は、脱着区画内に再生区画
を組み込む１つの方法を示しており、ここでは、区画１４が１つの大きな脱着区画８４内
にある。図８に見られるように、楔形のシール１４”が、媒体に面するロータ・ハウジン
グの内部に設けられて、再生区画１４を形成している。
【００４６】
　図８の実施の形態は、再生気流および再生構成部材の熱とエネルギーが、システム保全
を損なうか、もしくは他のロータ式濃縮器システムの構成部材が、漏れ、放射、伝導また
は対流いずれかによって損傷するかもしれない場合に有利であろう。このように、再生区
画を、脱着区画などの別のロータ処理区画内に組み込むことによって、より冷たい空気が
、再生区画を取り囲んで、緩衝区域を提供することができる。これにより、再生の熱とエ
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ネルギーが、高温に対処できるそれらの構成部材に制限される。再生区画を別の区画内に
組み込む場合、再生サイクルにおいて再生区画によって処理される媒体の区域が、ＶＯＣ
の吸着に利用できる媒体の区域と一致するか、それを超えるようにすることが重要である
。
【００４７】
　図９は本発明の別の実施の形態を示しており、ここでは、再生区画１４が、プロセス区
画、冷却区画または脱着区画などの、任意のロータ処理区画内に孤立しているか、または
それに隣接して位置している。ロータ・ハウジング（米国特許第６３２８７８７号明細書
に記載されたシステム内の複数のロータ処理区画の内の任意の１つを含む）内の再生区画
には、数多くの可能性のある位置がある。図９において、再生区画１４が第１の処理区画
１２ａおよび第２のより大きな処理区画１２ｂに隣接するように区画１４を配置する方法
が示されている。このシステムは、再生区画がよりアクセスし易い必要がある場合や、他
の気流が媒体を加熱・冷却するのをよりうまく補助できる場合に、適切に再生を行い、再
生サイクル中のシステム保全を維持するために都合よいであろう。
【００４８】
　図１０および１０Ａは本発明の別の実施の形態を示しており、ここでは、システムが再
生サイクルにないときに（モードＢ）、再生区画が異なるロータ処理区画として再利用さ
れる。この場合、再生区画１４は、ロータ式濃縮器技術の様々な実施の形態の一部である
多くの可能性のあるロータ処理区画の内のどの区画の内またはそれに隣接して隔離される
が、それとして再利用できるロータ処理区画として使用される。図１０に見られるように
、図１の本発明の好ましい実施の形態による基本的なロータ式濃縮器が、中に統合されて
、再生区画１４が脱着空気を媒体に向けることができる。ロータ式濃縮器の動作の典型的
なモード（モードＡ）中、再生調整弁７２は閉じられ、脱着気流５４と再生区画１４との
間に接続された別個の再生隔離調整弁９２が開かれて、脱着空気を区画１４に入らせるこ
とができる。これにより、脱着気流を媒体に向けることができる。再生サイクル（モード
Ｂ）中、再生調整弁７２が開かれ、再生隔離調整弁９２が閉じられ、これにより、再生気
流８０を媒体に向けることができる。再生区画を別のロータ処理区画として再利用する能
力は、再生区画における媒体の区域を、他の目的に利用することができ、これにより、ロ
ータ式濃縮器システムの性能が改善されるであろうから、都合よい。
【００４９】
　図１１は本発明の別の実施の形態を示しており、ここでは、再生区画１４が、プロセス
区画内に組み込まれているが、先の実施の形態におけるよりも小さい区域を有するのが示
されている。先に記載したように、再生区画はシール１４”により取り囲まれている。こ
の実施の形態において、再生区画は、半径方向の再生経路９４に沿って動いて、再生区画
１４が媒体の全てを処理することができる。再生区画の移動は、手動でまたは自動化装置
によって行って差し支えない。この実施の形態に関する再生サイクル中、再生区画１４は
、媒体の周囲に沿って開始する。再生気流が、先に記載された方法によって再生区画に供
給され、媒体が回転されて、再生区画を通過する。媒体が完全に回転した後、再生区画１
４は、媒体の中心に向かって増分移動される。これは、当業者に理解されるように、シー
ル１４”とその関連のプレナムおよび導管部材を動かすことによって行うことができる。
再生気流の再生区画１４への供給、再生経路９４に沿った再生区画１４の増分移動、およ
び媒体の回転は、再生区画１４が、再生経路の終わりまで到達し、媒体の全てがうまく再
生されるまで続けられる。
【００５０】
　本発明の上述した好ましい実施の形態において、構成部材の全てがロータ式濃縮器シス
テム内に永久的に組み込まれている。他の実施の形態において、１つ以上の構成部材（例
えば、空気移動装置、加熱器）が、取外しでき、必要に応じて取り付けられる。取外しで
きる構成部材を有することは、既存のシステムを改良するため、例外または他の可能性の
ある必要性が生じた後にシステムの性能を回復させるために、再生サイクルを必要とする
ある位置にロータ式濃縮器システムが多数ある環境において都合よいであろう。
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　本発明のプロセスおよびシステムは、媒体の回転速度、再生区画のサイズおよび／また
は再生気流の体積、並びに様々な汚染物質および動作条件に対処するための特定の動作温
度を制御することによって、変えられることが理解されよう。
【００５２】
　本発明の他の実施の形態は、再生区画を多数の独立した再生区画に分割してもよい。こ
の分割は、半径方向、角方向または任意の他の方向であってよい。再生区画の分割は、所
望のシステムのバランスをとるため、システム保全を維持するため、再生サイクル時間を
短縮するため、または他の理由のために、再生気流におけるエネルギーが制限される場合
に都合よいであろう。再生区画を分割する場合、再生サイクルの動作によって、各個々の
再生区画が、再生区画が処理するように設計された媒体が適切に再生されるような様式で
動作されることを確実にすべきである。
【００５３】
　本発明によらないロータ式濃縮器のさらに他の実施の形態は、追加のまたは異なるロー
タ式処理区画、気流または動作方法を有していてもよい。その上、本発明によらないロー
タ式濃縮器の他の実施の形態は、以下に記載するようなディスク形状よりむしろ、円筒ま
たはドラム形状などの異なる方向に配置された媒体を有してもよい。ロータ式濃縮器技術
における変更例の各々について、本発明の様々な実施の形態を適用できる。
【００５４】
　上述した再生プロセスは、システムが、汚染されたプロセス空気または汚染されていな
いプロセス気流を処理している間に行われることが意図されていることに留意されたい。
再生プロセスは、システムが、汚染されたプロセス空気または流体流を生じするプロセス
のない、運転されていない間に行っても差し支えないことが理解されよう。
【００５５】
　上述した実施の形態は、本発明の好ましい実施の形態を表しており、説明目的のためだ
けに与えられている。それらの実施の形態は、本発明の範囲または精神を制限することを
意図したものではない。特定の構成、構造、条件などが示され、記載されてきたが、それ
らは制限するものではない。改変および変更が、本発明の範囲内で考えられることが当業
者には想起されるであろう。
【符号の説明】
【００５６】
　　１０　　回転式収着濃縮器システム
　　１１　　媒体
　　１２　　プロセス区画
　　１３　　第１の脱着区画
　　１４　　再生区画
　　１５　　第２の脱着区画
　　１６　　冷却区画
　　３０　　ハウジング
　　５６　　外部熱交換器
　　６０　　熱酸化装置
　　７２　　再生調整弁
　　８２　　熱交換器
　　８３　　バーナ室
　　９０　　加熱器
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